
平成16年3月期 個別財務諸表の概要    平成16年4月27日

豊田通商株式会社 上場取引所 東証、名証　第１部

8015 本社所在地 愛知県
(URL http://www.toyotsu.co.jp/)

取締役社長 古川 晶章
財経企画部長 大岩 博 TEL (052) 584 - 5341
平成 16年 4月 27日 中間配当制度の有無  有
平成 16年 6月 24日 単元株制度採用の有無　 有（1単元　1,000株）

１. 16年 3月期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）
(1)経営成績    (百万円未満切り捨て)

百万円 百万円 百万円

百万円 ％ 円 銭 円

(注)1.期中平均株式数 16年3月期 278,183,438株 15年3月期 278,923,940株

     2.会計処理の方法の変更 有

(2)配当状況

1株当たり年間配当金

円 銭 円 銭 円 銭 百万円

(3)財政状態

百万円 百万円

(注)1.期末発行済株式数 16年3月期 278,178,724株 15年3月期 278,429,586株

     2.期末自己株式数 16年3月期 4,688,580株 15年3月期 4,437,718株

２. 17年 3月期の業績予想（平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）            42円  24銭

*上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因に
よって予想数値と異なる場合があります。
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料5ページをご参照下さい。
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上 場 会 社 名

コ ー ド 番 号

お 問 合 せ 先
決 算 取 締 役 会 開 催 日
定 時 株 主 総 会 開 催 日

売 上 高 （対前期増減率） 経 常 利 益 （対前期増減率）

％ ％ ％

営 業 利 益 （対前期増減率）

15年3月期 2,191,871 14,622 18,441(13.8)
16年3月期 2,344,796 14,546(7.0)

当 期 純 利 益 （対前期増減率） 1株当たり当期純利益 売  上  高
経常利益率

銭 ％ ％ ％

16年3月期 10,554 37 04(27.8) 2.5 0.9
15年3月期 8,257 28 70 28 68 5.6 2.4 0.8

配当金総額
配当性向

株主資本
中間 期末 (年間） 配当率

％ ％

16年3月期 8 00 4 00 4 00 2,223 21.6 1.3
15年3月期 7 75 3 75 4 00 2,157 27.0 1.5

総   資   産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

％ 円 銭

16年3月期 851,264 175,166 20.6 628 80
15年3月期 777,050 147,827 19.0 530 03

売   上   高 経  常  利  益 当 期 純 利 益
1株当たり年間配当金
中間 期末

中間期 1,130,000 12,500 7,500
- 4 00
4 00 -

代 表 者

8 00
-

通   期 2,350,000 21,000 12,000
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売上高内訳表
(単位：百万円)

区     分 当期(平成15年4月～平成16年3月)前期(平成14年4月～平成15年3月)

金   額 構成比 金   額 構成比

金      属 924,130 39.4 % 841,965 38.4 % 82,165 9.8 %

機械情報 559,448 23.9 461,597 21.1 97,851 21.2

自  動  車 382,907 16.3 391,868 17.9 △8,961 △2.3

ｴﾈﾙｷﾞｰ・資材 288,358 12.3 265,848 12.1 22,510 8.5

生活産業 189,951 8.1 230,591 10.5 △40,640 △17.6

金     属 665,252 28.4 606,385 27.7 58,867 9.7

機械情報 184,025 7.8 178,942 8.2 5,083 2.8

ｴﾈﾙｷﾞｰ・資材 200,134 8.5 196,448 8.9 3,686 1.9

生活産業 105,169 4.5 142,998 6.5 △37,829 △26.5

国 内 計 1,154,582 49.2 1,124,774 51.3 29,808 2.7

金     属 113,076 4.8 99,163 4.5 13,913 14.0

輸 機械情報 306,527 13.1 236,065 10.8 70,462 29.8

自  動  車 368,485 15.7 382,255 17.4 △13,770 △3.6

海 ｴﾈﾙｷﾞｰ・資材 28,567 1.2 21,607 1.0 6,960 32.2

出 生活産業 2,361 0.1 1,729 0.1 632 36.5

輸 出 計 819,017 34.9 740,823 33.8 78,194 10.6

金     属 80,131 3.4 75,104 3.4 5,027 6.7

外 輸 機械情報 60,581 2.6 43,351 2.0 17,230 39.7

自  動  車 564 0.0 573 0.0 △9 △1.4

ｴﾈﾙｷﾞｰ・資材 35,443 1.5 30,244 1.4 5,199 17.2

入 生活産業 80,509 3.5 84,502 3.9 △3,993 △4.7

取 輸 入 計 257,230 11.0 233,776 10.7 23,454 10.0

金     属 65,670 2.8 61,311 2.8 4,359 7.1

外 機械情報 8,313 0.4 3,236 0.1 5,077 156.8

自  動  車 13,856 0.6 9,039 0.4 4,817 53.3

引 ｴﾈﾙｷﾞｰ・資材 24,213 1.0 17,547 0.8 6,666 38.0

間 生活産業 1,910 0.1 1,361 0.1 549 40.3

外 国 間 計 113,965 4.9 92,496 4.2 21,469 23.2

海 外 計 1,190,214 50.8 1,067,096 48.7 123,118 11.5

合     計 2,344,796 100.0 2,191,871 100.0 152,925 7.0

(注) 当期より事業の種類別セグメントのうち、「車両」を「自動車」に、「産業資材」を「エネルギー・資材」に、
      「生活関連」を 「生活産業」にそれぞれ呼称変更しております。

増減率

国

商
品
本
部
別
内
訳

国
内
取
引

増   減
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貸借対照表
(単位：百万円)

(平成16年3月31日現在) (平成15年3月31日現在)

601,749 567,256 34,493

42,281 42,185 96

46,573 49,845 △3,272

381,026 347,253 33,773

- 0 △0

71,553 75,103 △3,550

13,304 16,023 △2,719

6,372 6,702 △330

1,883 1,788 95

13,220 10,945 2,275

129 271 △142

398 506 △108

22,791 15,238 7,553

2,565 3,633 △1,068

3,186 1,304 1,882

△3,537 △3,547 10

249,515 209,794 39,721

33,522 33,006 516

10,635 11,407 △772

815 889 △74

187 205 △18

182 207 △25

529 581 △52

21,155 19,715 1,440

17 - 17

10,203 6,453 3,750

609 860 △251

6,541 819 5,722

2,961 4,673 △1,712

92 99 △7

205,788 170,334 35,454

146,289 99,899 46,390

49,122 43,517 5,605

5,205 9,008 △3,803

- 11,240 △11,240

2,234 2,918 △684

9,588 7,748 1,840

△6,652 △3,998 △2,654

851,264 777,050 74,214
(注) 1. 14,990 14,571 419
2. 25,777 39,156 △13,379
3. 19,298 10,314 8,984

資         産         の         部

増     減

車 両 及 び 運 搬 具

建 物

建 設 仮 勘 定

保 証 債 務

無 形 固 定 資 産

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

営 業 権

そ の 他

輸 出 手 形 割 引 高

投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産

貸 倒 引 当 金

そ の 他

前   　期当     期科                  目

現 金 及 び 預 金

流 動 資 産

固 定 資 産

商 品

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

未 着 商 品

未 収 収 益

差 入 保 証 金

短 期 貸 付 金

前 渡 金

前 払 費 用

機 械 及 び 装 置

繰 延 税 金 資 産

構 築 物

有 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

土 地

長 期 貸 付 金

子 会 社 株 式

有形固定資産の減価償却累計額

ソ フ ト ウ エ ア

器 具 備 品

合            計

貸 倒 引 当 金

前 払 年 金 費 用

そ の 他
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(単位：百万円)

(平成16年3月31日現在) (平成15年3月31日現在)

538,691 501,260 37,431

31,176 23,576 7,600

272,717 243,911 28,806

82,264 68,472 13,792

80,000 91,000 △11,000

- 13,000 △13,000

36,735 31,527 5,208

2,333 3,703 △1,370

4,277 4,332 △55

11,403 9,065 2,338

13,333 10,471 2,862

727 530 197

3,723 1,668 2,055

137,406 127,962 9,444

60,000 45,000 15,000

75,250 82,604 △7,354

381 - 381

1,003 76 927

771 282 489

676,098 629,222 46,876

26,748 26,748 -

24,761 24,711 50

24,705 24,698 7

56 12 44

56 12 44

101,288 93,211 8,077

6,699 6,699 -

82,700 76,200 6,500

82,700 76,200 6,500

11,888 10,312 1,576

25,219 5,431 19,788

△2,851 △2,275 △576

175,166 147,827 27,339

851,264 777,050 74,214合            計

科                  目

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

資 本 準 備 金

前 受 収 益

そ の 他

社 債

長 期 借 入 金

そ の 他

債 務 保 証 損 失 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

負     債    及     び     資     本     の    部

当     期 前     期 増     減

流 動 負 債

固 定 負 債

資 本 金

資 本 剰 余 金

支 払 手 形

一年以内に償還予定の社債

買 掛 金

短 期 借 入 金

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー

未 払 金

株 式 等 評 価 差 額 金

自 己 株 式

資 本 計

負 債 計

利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

別 途 積 立 金

自己株式処分差益
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損益計算書
(単位：百万円)

当   　期
平成15年4月 1日から 平成14年4月 1日から

平成16年3月31日まで 平成15年3月31日まで

(経 常 損 益 の 部) %

2,344,796 2,191,871 152,925 7.0
2,283,123 2,134,713 148,410
61,673 57,158 4,515 7.9
6,242 5,776 466
67,915 62,934 4,981 7.9
53,369 48,312 5,057
14,546 14,622 △76 △0.5

758 838 △80
7,364 3,758 3,606
1,103 2,535 △1,432
9,226 7,132 2,094

2,448 2,322 126
19 36 △17
632 955 △323
3,099 3,314 △215
20,672 18,441 2,231 12.1

- 337 △337
599 - 599
- 55 △55
- 3,950 △3,950
599 4,343 △3,744

628 1,386 △758
136 - 136
212 - 212
- 208 △208
1,267 5,624 △4,357
1,542 1,015 527
297 - 297
98 227 △129
927 - 927
- 234 △234
5,110 8,696 △3,586
16,161 14,088 2,073 14.7
6,275 5,280 995

△667 550 △1,217

10,554 8,257 2,297 27.8
2,445 3,098 △653
1,110 1,043 67
11,888 10,312 1,576

そ の 他 の 営 業 外 費 用

有 形 固 定 資 産 売 却 損

厚生年金基金代行部分返上益

償 却 債 権 取 立 益

特 別 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 損

有形固定資産売却見込損

売 上 原 価
売 上 総 利 益

有 形 固 定 資 産 売 却 益

コマー シャルペ ー パー 利息

そ の 他 の 営 業 外 収 益

(特 別 損 益 の 部)

営業外費用

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

支 払 利 息

）

営 業 損 益 の 部

（

売 上 高

営業外収益
受 取 利 息
受 取 配 当 金

前 　  期

営 業 総 利 益

増     減

営 業 外 損 益 の 部

（）
科                  目

そ の 他 の 営 業 収 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
営 業 利 益

当 期 未 処 分 利 益
中 間 配 当 額

当 期 純 利 益
法 人 税 等 調 整 額

減 損 損 失

新年金制度への拠出金等

投 資 等 そ の 他 評 価 損

前 期 繰 越 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税

債務保証損失引当金繰入額

子 会 社 整 理 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損
子 会 社 株 式 評 価 損
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利益処分案
(単位：百万円)

11,888 10,312 1,576

11,888 10,312 1,576

これを下記のとおり処分いたします。

1,112 1,113 △1

215 230 △15

33 22 11

8,000 6,500 1,500

2,527 2,445 82

(注)平成15年11月26日に１株につき4円00銭、総額1,110百万円の中間配当を実施いたしました。

監 査 役 賞 与 金

次 期 繰 越 利 益

任 意 積 立 金

前     期 増     減当     期

取 締 役 賞 与 金

株 主 配 当 金

摘                  要

当 期 未 処 分 利 益

(1株につき4円00銭)

合                  計

(1株につき4円00銭)

-24-



［重要な会計方針］

1. 有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券 償却原価法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法
その他有価証券 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理）
時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

2. デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

3. たな卸資産の評価基準及び評価方法
先入先出法(輸出入商品については個別法)に基づく原価法
（ただし、一部の商品については先入先出法（輸出入商品については個別法)に基づく低価法）

4. 減価償却の方法
有形固定資産 定  率  法   ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物

(附属設備を除く)については､定額法を採用しております｡
無形固定資産
　　　営  業  権 商法の規定する期間内に毎期均等額以上の償却
　　　上 記 以 外 定　額　法

5. 繰延資産の処理方法
社 債 発 行 費 支出時に全額費用として処理しております。

6. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

おります。

7. 引当金の計上方法
貸 倒 引 当 金

ては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
退職給付引当金

おります。

負担見積額を計上しております。

8. リース取引の処理方法

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

9. ヘッジ会計の方法

いる場合は振当処理を採用しております。

10. 消費税等の会計処理
税抜方式を採用しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

主として繰延ヘッジを採用しております。なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たして

債務保証損失引当金 債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態を個別に勘案し、損失

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

従業員の退職給付に備えるため､当期末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上して
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［会計処理の方法の変更］

(固定資産の減損に係る会計基準)

（単位：百万円）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

当　　　期 前　　　期

貸借対照表
計上額 時　　　　価 評価損益 貸借対照表

計上額 時　　　　価 評価損益

関連会社株式 16,138 31,888 15,749 476 566 89

有価証券

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

しております。　

基準適用指針第6号 平成15年10月31日）が平成16年3月31日に終了する事業年度に係る財務諸表から
適用できることになったことに伴い、当期から同会計基準及び同適用指針を適用しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除
これによる税引前当期純利益に与える影響額は212百万円であります。
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役 員 の 異 動 

 
（１） 新任取締役候補 

広野
ひ ろ の

 純弘
すみひろ

 （現   ㈱プロスチール 取締役社長） 

[6月 24日の定時株主総会後の取締役会にて、常務取締役に就任予定] 

高梨
たかなし

 建司
け ん じ

 （現   理事） 

北村
きたむら

 徳治
と く じ

 （現   食品部長） 

伊藤
い と う

  誠
まこと

 （現   中南米・カリブ自動車部長） 

加留部
か る べ

 淳
じゅん

 （現   物流部長） 

 
（２） 新任監査役候補 

        監査役(非常勤)  石川
いしかわ

 忠司
た だ し

 （現   ㈱豊田自動織機 取締役社

長） 
 
（３） 退任予定取締役 

                       武山
たけやま

 栄造
えいぞう

 （現   取締役会長） 

                       島崎
しまざき

 滋
しげる

 （現   取締役副社長） 

 
（４） 昇格予定取締役 

        取締役副社長  豊原
とよはら

 洋治
よ う じ

 （現  専務取締役） 

        専務取締役   佐原
さ は ら

 伸彦
のぶひこ

 （現  常務取締役） 

    専務取締役    藤本
ふじもと

 真人
ま さ と

 （現  常務取締役） 

 専務取締役 古林
ふるばやし

 清
きよし

 （現  常務取締役） 

 専務取締役 清水
し み ず

 順三
じゅんぞう

 （現  常務取締役） 

 常務取締役 浜名
は ま な

 祥三
しょうぞう

 （現  取 締 役） 



 

 常務取締役 川合
か わ い

 浩一
こういち

 （現  取 締 役） 

 常務取締役 清水
し み ず

 良二
りょうじ

 （現  取 締 役） 

 常務取締役 大重
おおしげ

 幸二
こ う じ

 （現  取 締 役） 
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